管理会計の40年 by 伊藤 和憲
管理会計の 40 年
専修大学商学部教授 伊藤 和憲
はじめに
1．管理会計の本質と ASOBATによる会計情報システムの統合
2．ASOBATからレレバンス・ロストまでの管理会計情報システムの変遷
3．レレバンス・ロストからM＆A元年までのグローバルな管理会計の対応
3．1 研究者による実務との統合
3．2 日本の実務研究と研究の統合
3．3 英国と米国の実務と研究の統合
4．M＆A元年から現在までの管理会計
結びにかえて
参考文献
はじめに
専修大学商学部に会計学科が創設されて 40年が経ち，これを記念して「管理会計の 40
年」というテーマで論文を書くように依頼された。管理会計は政治経済や法制度だけでな
く，競争業者や取引先，顧客や社会一般のニーズといった企業の外部環境の変化によって
その研究課題が大きく変わる。したがって 40年の間に企業環境の変化によって管理会計
の研究も大きな変貌を遂げてきている。この歴史的変遷を本稿では学説史として検討する
が，そもそも管理会計とは何かという大きな課題にチャレンジしなければならない。
また，依頼論文ではあるが，なぜ 40年間で区切るのかに積極的な理由を明らかにして
おかなければならない。会計にとってほぼ 40年前の 1966年にアメリカ会計学会（AAA）
から「基礎的会計理論」（ASOBAT）が発表された。それまでの財務会計と管理会計の区
分を覆す大きなエポックメーキングであった。会計情報システムとして会計を統合すると
いう ASOBATの提案の前と後で管理会計研究がどのように変わったのかが本稿のテーマ
である。ASOBAT以前の管理会計とその後の 40年間の歴史的変遷を検討する。
ASOBAT以降の 40年間について，3つに時代区分を行うことができる。第 1のエポッ
クは，管理会計研究が実務へ有効性を失っていたと警鐘を鳴らした 1988年のジョンソン
とキャプランによる『レレバンス・ロスト』までである。第 2のエポックは，わが国の
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M＆Aが初めて年間で 1,000件を超えてM＆A元年となった 1999年までである。この年
は連結中心の財務諸表制度が重視されるようになったこともM＆Aを高めた原因である。
M＆Aという企業戦略と管理会計の関係については，2006年のキャプランとノートンに
よる『BSCによるシナジー戦略』がこれに応えた文献である。
本稿は，管理会計の本質について文献を中心に研究する。第 1節は，ASOBAT以前の
管理会計研究から管理会計の本質を明らかにする。第 2節では，ASOBATからレレバン
ス・ロストまでの管理会計研究を主に，管理会計情報システムの変遷として捉える。第 3
節は，レレバンス・ロストからM＆A元年までの管理会計研究の流れを概観する。最後
の第 4節は，M＆A元年以降の管理会計研究が，管理会計の本質で揺らいでいることを明
らかにする。今世紀に入って，管理会計研究が大きく広がりを持って動いている。その広
がりから管理会計の本質を再検討する。
1．管理会計の本質と ASOBATによる会計情報システムの統合
管理会計の本質は，経営管理者の内部管理に資する管理会計情報の提供であると捉えら
れている。管理会計は経営管理への役立ちにあるとするものであるが，この定義はすべて
の研究者が一致をみた見解ではない。管理会計の本質をこのように理解するために，会計
の本質から勘定と結びつくべきだとしたリトルトンと管理会計の本質は経営管理にあると
したガーナーを比較検討する。ここでは，彼らの原価計算に対する見解を，櫻井（1981）
の研究成果に基づいて紹介する。
リトルトンは，著名な『リトルトン会計発達史』の中で，原価計算が産業革命の発展に
よってもたらされた数多くの成果のひとつであるという見解を提唱した（片野，1973）。
確かに，産業革命により設備投資が行われ，製造間接費の問題が認識されはじめた 1885
年前後はひとつの大きなエポックであった。これに対してガーナーは，経営管理者の必要
に応じて原価を測定し伝達する計算体系を原価計算と考えた。そのため，原価計算の起源
を 15，6世紀に求めている。イタリアの毛織物職人たちが，ギルドの制約に反感を持ち，
ギルド以外へと販売するために工業社会を構築した。その結果，工場所有者同士の競争が
生まれ，事業を成功に導くために原価記録が必要となった。つまり，リトルトンが財務諸
表との関連で原価計算を解釈したのに対して，ガーナーは経営管理との関係にその本質を
表 1 管理会計研究の歴史的変遷
時代区分 主な管理会計の研究テーマ 管理会計情報の種類
ASOBAT以前 管理会計の本質 経済的データ
ASOBATからレレバンスト・ロス
トまで
MIS，DSS，SIS，ERP 経済的データ，生産データ，顧客
データ
レレバンスト・ロストからM＆A元
年以前
ABC，BSC
原価企画，アメーバ経営
脱予算経営
財務データ，非財務データ
M＆A元年から現在まで インタンジブルズ
アラインメント
CSR
コーポレート・レピュテーション
レディネス評価，
アラインメント評価，CSR評価，
レピュテーション評価
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求めた。
AAAの 1958年度「管理会計委員会報告書」（ウェルシュ委員会報告書）が，管理会計
の生成を 15世紀のイタリアに求め，当時の経営者たちが経営管理的であったとしたの
は，ガーナー説に立脚したからである。そして，リトルトンが原価計算の成立を製造間接
費の予定配賦という財務諸表の作成に求めたのに対して，ガーナー説にしたがって櫻井
（1981）は，標準原価計算の基礎が確立した 1915年から 1920年に成立を求めている。こ
のように経営管理への会計情報の役立ちにこそ原価計算の本質があるといえよう。
20世紀に入って，経営管理者への会計情報の提供では，原価管理のための会計ツール
として標準原価計算に関心が持たれるようになった。また，国家予算の考え方が企業に浸
透していき，標準原価計算だけでは不十分であり，生産と販売の調整が重要であるという
認識が広まっていった。その結果として，1924年にマッキンゼーの『管理会計』の著書
が出版され，管理会計の成立をみることになった。管理会計が成立したというのも原価計
算と同様，経営管理という同じ理由からである。
ウェルシュ委員会報告書によれば，「管理会計とは，経済実体の歴史的あるいは計画的
な経済的データを処理するにあたって，経営管理者が合理的な経済的目的の達成計画を設
定し，またこれらの諸目的を達成するように知的な意思決定を行うのを支援するため，適
切なツールと概念を適用することである。」と定義している。経営管理者への管理会計情
報の提供ということである。
管理会計は，財務会計とは異なって，経営管理のために役立つ管理会計情報の提供であ
るという認識の下に，その後，損益分岐点分析や直接原価計算といった利益管理ツールが
考案された。また，資本予算や事業部制会計が展開されていった。多様なツールが経営管
理への管理会計情報の提供として構築されていった。しかし，1966年，AAAから「基礎
的会計理論」（ASOBAT）が発表され，会計情報としての意義を見直す必要性がでてき
た。つまり，財務会計と管理会計の垣根を取り外し，会計情報システムとしてひとつのも
のと捉えるべきであるという提案がなされたからである。
2．ASOBATからレレバンス・ロストまでの管理会計情報システムの変遷
ASOBAT以降，管理会計情報システムの構築が進められるようになっていった。たと
えば，AAAの「経営者意思決定モデル委員会報告書」（1969年）は，意思決定のプロセス
をプログラム化することで，ほとんどの意思決定がコンピュータによって取って代わられ
てしまうという見解があることを紹介した。その結果，それまでの管理会計は 20世紀末
までに消滅してしまうであろうという大胆な予言を行った。現在の企業でもほとんどの企
業で予算が脈々と続いているし，標準原価計算が原価管理としての機能から財務諸表作成
としての機能へと中心的な機能を移行しながらも継続して実務で利用されている。した
がってその予言は当たってはいないが，ASOBATと「経営者意思決定モデル委員会報告
書」がその後の管理会計システムの研究に大きく影響を与えたことは間違いない。
管理会計システムは，MIS（Management Information System）として構築する必要が
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ある。アンソニー（1965）は『経営管理システムの基礎』で，経営管理者の組織階層によ
る役割の違いから，戦略的計画，マネジメント・コントロール，オペレーショナル・コン
トロールに区分してそれぞれに有効な会計情報を提供すべきであると提言した。一方，サ
イモン（1960）は，組織階層ではなく，解決すべき意思決定問題に焦点を当てた。その結
果，『システムの科学』という著書によってプログラム化されるかどうかで区分できると
した。つまり，コンピュータで代替できるものと代替できない部分を明確に区分した。
アンソニーとサイモンの区分を組み合わせて，ゴーリーとスコット・モートン（1971）
は，構造化された問題，半構造化された問題，構造化されない問題に区分すべきだという
フレームワークを示した。この区分の意味は，サイモンが主張したように，プログラム化
される問題は構造化される。しかし，プログラム化されていなくても，半構造化される問
題に有効な情報システム，すなわち意思決定支援システムを構築すべきであるという主張
を行った。たとえば，マネジメント・コントロールの中心課題である予算はプログラム化
できないが，半構造化される問題として DSS（Decision Support System）によるサポー
トをすべきであると提案した。
その後，アメリカン航空の座席予約システムに代表される戦略的情報システムが一世を
風靡した。この座席予約システムは，かつては空港に行かないと座席を取れなかったが，
情報システムを構築することで空港まで行かなくても座席を予約できるようになった。座
席予約システムによって顧客が便利になっただけではない。予約システムをアルファベッ
ト順に画面に出したために，一番上にアメリカン航空がくることから，顧客はアメリカン
航空になだれ込むということになった。このような情報システムを構築することが競争優
位の構築となったことから，ワイズマン（1988）はSIS（Strategic Information System）を
構築することが重要であると指摘した。
SISは経営トップのマネジメント・システムではなく，顧客接点の情報システムを戦略
的に構築することであった。このような SISの特徴から，顧客ニーズに合わせたシステム
構築が戦略的に行われるようになっていった。その結果，設計，製造，販売という現場レ
ベル，あるいは人事や経理といったスタッフ部門でいろいろな情報システムが構築されて
しまい，同じ企業の中でデータ間の統合ができないという事態が生まれるようになった。
また，個別に構築すると金額がかさんでいった。これらの救世主として，基幹データは統
合型で構築すべきだという ERP（Enterprise Resource Planning）によるシステム構築へ
と進んでいった。そして今日，従業員がみな情報武器を持つ IT化へと進んでいる。
以上，管理会計情報システムの変遷をみてきた。情報技術の変貌は劇的で，今日も日々
変化している。これにしたがって管理会計情報システムが構築され管理会計情報を提供し
てきた。管理会計情報の提供をシステムに置き換えることで，大量の情報処理を安価にそ
して短時間に行うことができるようになってきた。いまでは情報技術を抜きに管理会計情
報を提供することができない。経営管理者への管理会計情報の提供がスピーディかつ大量
に扱え，また現場レベルのニーズに対応できるようになったとはいえ，会計システムに
よって管理会計の本質が変わったわけではない。
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管理会計情報システムが以上のように変遷してきたにもかかわらず，ジョンソンとキャ
プラン（1988）は『レレバンス・ロスト』で，1925年以降，実務に有効な研究をしてき
ていないと指摘した。彼らによれば，デュポンが 1919年に投資利益率を考案し，GMが
事業部制組織を展開したのは 1920年代前半である。それ以降，管理会計は実務と乖離し
て研究が進められてきたと批判した。この批判は，管理会計研究が経営管理者への管理会
計情報の提供にあるという本来の役割を担っていないという警鐘である。
3．レレバンス・ロストからM＆A元年までのグローバルな管理会計の対応
レレバンス・ロストによって，管理会計研究者は管理会計の役割を見直す機会となっ
た。管理会計研究者によるレレバンス・ロストの反応は 2つに大きく分かれた。一方は，
管理会計研究を実務と乖離しないように実務との関係を高める研究をするというアプロー
チである。『レレバンス・ロスト』の著者のひとりであるキャプランはこちらを志向し
た。もうひとつのアプローチは，管理会計研究では実務に影響を及ぼすことができないと
して，管理会計研究を中止するというものである。そう考えた『レレバンス・ロスト』の
著者のひとりであるジョンソンは研究テーマを生産管理へと転向させた。
3．1 研究者による実務との統合
実務と研究の乖離を縮めようとした成果のひとつは，キャプランとクーパーによる活動
基準原価計算（Activity―Based Costing ; ABC）である。また，キャプランとノートンによ
るバランスト・スコアカード（Balanced Scorecard ; BSC）の構築である。研究者による
これらの実務と研究の接近を明らかにしよう。
ABCは，増大する間接費の課題を解決するものであった（Kaplan & Cooper, 1998）。製
造間接費については，産業革命によって大規模な設備投資が行われるようになり，その結
果として増大した製造間接費をどのように製品に配賦するべきかという問題が 1885年頃
に起こった。この製造間接費の配賦問題に対する解決は，チャーチによる予定配賦率で
あった。しかし今日問題となっている間接費は支援コストである。つまり，少品種大量生
産から顧客ニーズに応えて多品種少量生産したことによって，製造コストの中で支援コス
トの割合が増加していった。増加してしまった支援コストをどのように製品に割り当てる
べきかが問題となった。
段取費，マテハンコスト，品質検査費，開発費といった支援コストは，伝統的な原価計
算によれば各製品の直接作業時間という操業度を基準にして製品に配賦される。伝統的な
原価計算では，手間がかかる製品もかからない製品も生産時間が一定であれば，集計され
る原価は同じとなってしまう。ところが，品質レベルが異なる製品を開発，生産，販売し
たとき，製品ごとに活動やその複雑性の程度が異なる。このため活動に集計された原価
を，その活動に適した活動作用因に基づいて製品に割り当てるべきであるというのが
ABCである。ABCで原価算定すると，複雑な製品の採算が実はよくなかったという主張
が行われた。このことから，大量生産への回帰こそが ABCの狙いであるという解釈も生
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まれる。しかし，原価算定としての ABCは少なくとも日本ではあまり求められず，原価
低減としての ABMが提案されるまで研究も実務への適用も進まなかった。
グローバル化が進展すると，国内だけでなく，グローバルに競争が激化するようになっ
た。グローバル競争で勝ち残るためには，競争優位を構築する競争戦略が重要視されるよ
うになった。管理会計でも戦略のマネジメント・システムとしての研究が求められるよう
になり，キャプランとノートン（1996，2001）は BSCを構築した。BSCは事業戦略のマ
ネジメントコントロール・システムである。それまでの財務尺度を中心とした予算管理で
は，あまりに近視眼的になりすぎて，将来への投資が過小評価されてしまう。スキル，情
報技術，企業文化といった無形の資産への投資がおろそかにされてしまう。財務と非財務
の目標をバランスよくとる必要があるとして BSCが提案された。
3．2 日本の実務研究と研究の統合
次に，実務家による管理会計研究に目を転じよう。日本，英国，米国の管理会計実務を
検討する。
わが国の実務としては，1963年にトヨタが新製品開発のコスト・マネジメントとして
原価企画を考案していたことがあげられる。また 1960年代から 70年代にかけて京セラで
はアメーバ経営が考案されていたこともその一つである。しかし，実務と研究の乖離に
よって，一部の研究者を除いては 1980年代後半になるまで管理会計研究者の研究対象と
はされなかった部分である。
原価企画は，新製品開発に関わる総合的利益管理活動の一環として行われるコスト・マ
ネジメントである（日本会計研究学会，1996）。従来のコスト・マネジメントは標準原価
による原価管理が中心であった。しかし，顧客ニーズに応えるために新製品開発が重視さ
れるようになると，多品種化を支える研究開発のマネジメントが重要になってくる。企業
は競争が激化するために，設計をベースにした基準原価に経営者の目標利益を加えて算出
した価格では高すぎて販売できなくなった。むしろ市場が容認する予定売価から経営者の
目標利益を差し引いた許容原価で設計者に設計させなければ，経営者が望む目標利益は達
成できないという思考に変換しなければならなくなった。また，そのような原価低減は，
自動化が進んだ製造部門にはその余地がほとんど残されていない。企画や設計といった製
品開発プロセスの上流段階は原価低減する余地が大いにあるとして，主として VEツール
を利用した原価低減を求めていった。
また，京セラでは，従業員による全員参加の経営として，製造や販売をさらに細かく細
分したアメーバ組織によるマネジメントが行われている（三矢・谷・加護野，1999）。こ
のアメーバ経営では，経営者の育成と時間当たり採算を管理させるために，作業時間当た
り労務費差引前部門利益で管理している。利益の中に労務費を含めないことで，労務費は
アメーバリーダーの管理下にないこと，労務費の削減ではなく従業員の創意工夫によって
経営効率を高めることがわかる。人手に余剰が生じたらアメーバリーダー間で交渉して，
不足しているアメーバは賃借できる。このように財務尺度による管理を徹底して，アメー
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バ利益の合計が企業利益となる全体最適の考え方が導入されている。
3．3 英国と米国の実務と研究の統合
英国では，BBRT（Beyond Budgeting Round Table）という実務家団体が，予算に警鐘
を与えた。BBRTの中心人物であるホープとフレイザー（2003）は，『脱予算経営』で，
予算編成には時間とコストがかかる割にその効果はあまり芳しいものではないと指摘し
た。また，予算は一度編成しても修正できず予算数値が使い物にならなくなる。あるい
は，予算が戦略の実行として必ずしも有効に機能していない。さらに，業績連動型報酬シ
ステムが予算に組み込まれていると，ゲーミングが行われる可能性がある。つまり，予算
を一定以上超えたり一定以下しか達成できないと判断すると，このような努力が報酬に反
映されなくなる範囲があるために，努力しようという意欲が減退する。予算がなければ
ゲーミングも行われないという。このような脱予算経営は，現在の予算は中止して，ロー
リング財務予測によって予測数値を機能させたり，戦略実行のために BSCを導入すべき
だと主張する。
さらに米国の実務では，スターン・スチュアート社（スチュアート，1991）が 1980年
代初めに経済的付加価値（Economic Value Added ; EVA）経営を提唱した。すぐには管理
会計研究者の注目を浴びることはなかった。1990年代になり，コカコーラ社長（当時）
のゴジエッタが，社長就任と同時に EVA経営を実践し，10年間 EVAの向上と株価の値
上がりが連動していると指摘した。これにより EVAの研究が進み，管理会計でも EVAが
研究対象になっていった。EVAは，従来残余利益（Residual Income ; RI）として事業部
管理の ROIに代わる尺度として提案されてきたものと公式上は違いがない。つまり，資
本コスト差引後の利益という物差しである。これをどのように利用するかという点がEVA
の興味深い点である。EVAでは，株主の価値の極大化を狙って，株主の要求する利益率
を超えた利益の獲得を企業に求める。そのため，税引後営業利益（netoperatingprofitafter
tax ; NOPAT）から資本コストを差し引いたものが EVAであり，この EVAをゼロ以上に
してはじめて株主の要求に応えたことになるとした。RIの資本コストは使用資本コスト
であり負債コストだけではなかったが，株主資本コストを含めるという明確な指摘はな
かった。また，事業部管理のときは税引前を前提にしており，EVAのように税引後営業
利益から資本コストを差引という考えはなかった。そもそも株主価値を向上するという思
考で RIを評価してはこなかったからである。
ところで EVA経営は，株主価値を向上するという観点で経営を行うため，メリットも
あるがデメリットもある。メリットとしては，事業ごとに EVAを計算すると，企業価値
を創造する事業か破壊する事業かを峻別できる。あるいは EVAを高めるために EVAドラ
イバーに着目して，株主価値を創造する活動を行うこともできる。しかし，株主の価値を
高めるという至上命題がある点に限界がある。EVA経営では，顧客を満足させ，従業員
への報酬も考えた後，最終的な利益が株主価値であるから，ステークホルダー思考と矛盾
しないと指摘する。しかし，従業員のスキルの向上など将来への投資が行われにくい。む
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しろ投資の削減が推進されてしまう点に EVA経営の最大のデメリットがある。
以上，レレバンス・ロスト以降，経営管理に有用な会計情報の提供に関わって，研究者
と実務の乖離はだいぶ縮まってきたといえよう。研究者側から企業に有効なツールを開発
したり，実務で考案されたツールを一般化する研究が行われるようになった。しかし，
キャプランたちの研究に対して，米国の実証研究者たちから批判的な声も聞かれており，
実証研究を重視すべきだという研究者が多いことも事実である。そのためもあって，管理
会計研究は相変わらず有効に機能していないと主張する研究者もいないわけではない。
4．M＆A元年から現在までの管理会計
グローバル化の進展によって競争が激化し，競争優位を構築するための事業戦略が叫ば
れるようになった。この点への管理会計研究は，すでに明らかにしたように，事業戦略の
マネジメント・システムとして BSCが提案された。そしていま，事業戦略だけでなく企
業戦略のマネジメント・システムとしてキャプランとノートン（2006）はアラインメント
を提案している。アラインメントとは，本社が全社的に統一したグループ管理をすること
である。そのひとつは事業部間のシナジーをとることである。また，本社と事業部の間の
管理をするというペアレンティング（中島ほか，2002）もそのひとつである。アラインメ
ントは，本社と本社スタッフ，本社スタッフと事業部スタッフ，事業部と事業部スタッフ
にも及ぶ。さらに，キャプランとノートンは，株主や仕入先，取引先とのアラインメント
まで展開して管理すべきであると主張している。
彼らのアラインメントという主張は，管理会計による企業戦略への役立ちの重要性を認
識したからである。BSCでは，財務尺度だけでなく非財務尺度も取り込むべきであると
主張した。このような会計情報の拡張に関わって，管理会計情報として非財務情報をどこ
まで拡張すべきなのかについては，必ずしも意見の一致を見ているわけではない。企業戦
略への管理会計の役立ちとして，シナジーの創出をマネジメントするとき，BSCを構築
しているという前提ではあるが，ほとんど財務尺度は用いられることはない。そのため，
これらが管理会計として評価されるには時間がかかろう。ただ，M＆Aが多くなってきた
昨今，企業戦略のマネジメント・システムとして，グループ全体の立場から資源配分を行
うポートフォリオ・マネジメントだけで済まされるわけではないことは確かである。
BSCが財務の視点や顧客の視点を盛り込んで戦略を可視化する戦略マップを提案して
いるように，株主や顧客，従業員などのステークホルダーを考慮している。今日のマネジ
メント・システムは，株主価値だけとか顧客満足だけといった特定の利害関係者の利益を
高めるのではなく，すべてのステークホルダーの満足を考えていかなければならない。わ
が国では 2003年 1月にリコーでCSR室を設置して以来，企業の社会的責任（corporate so-
cial responsibility ; CSR）経営が多くの企業で展開されるようになってきた。CSRはエル
キントンが主張したトリプルボトムラインという用語に代表されるように，ステークホル
ダーの満足を考えている（水尾・田中，2004；谷本，2006）。すなわち，経済的側面だけ
でなく，環境的側面，社会的側面という 3つの利益をできるだけ高めるという考えであ
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る。
いま管理会計研究として，企業の評判（コーポレート・レピュテーション）の研究がは
じまった（櫻井，2008）。企業は，評判を高めるような経営をすることが結果としてはス
テークホルダーの満足という意味での企業価値を高めるという考えである。このコーポ
レート・レピュテーションは，商品ブランドのように商品に信頼性を高めることではな
い。CSRとはステークホルダーの満足を高めるという点で共通するが，レピュテーショ
ンでは CSRよりも経済的利益をより強調するという点が大きく異なる。コーポレート・
レピュテーションを高めるには，一方ではレピュテーションの評価尺度を確立しなければ
いけない。他方では，レピュテーションを高めるためのマネジメント・システムも構築し
なければならない。コンプライアンスに違反したり内部統制がうまく機能せず企業の評判
を著しく毀損してしまった企業を回復するためのプログラムを構築することも必要になろ
う。
以上のように，現在の管理会計研究は，経営管理への管理会計情報の提供という本質の
下で，経営管理に有用な非財務尺度を大いに取り入れている。管理会計情報には財務デー
タだけでなく，財務尺度を直接高める非財務尺度としてパフォーマンス・ドライバーも含
まれるからである。管理会計情報を財務以外にどこまで拡大すべきかが課題である。たと
えば，BSCで無形の資産を評価するときに用いられるレディネス評価や企業戦略のマネ
ジメントとしてのアラインメント評価は，財務尺度を直接高めるパフォーマンス・ドライ
バーではない。結果として財務を高めてくれるとしても，間接的かつ結果として財務尺度
に結びつく非財務尺度を管理会計情報として扱うべきかどうかは見解が分かれよう。非財
務尺度を限定的に扱えば，レディネス評価やアラインメント評価のマネジメント・システ
ムを扱うことは管理会計という枠を超えたものであると解釈される。しかし管理会計が財
務上の成果を狙って経営管理に役立つ情報提供を扱うものであると考えるのであれば，非
財務尺度であっても管理会計情報といえるのではないだろうか。戦略実行のマネジメン
ト・システムの研究がますます重要視されている今日，管理会計情報の認識をめぐって，
いま管理会計研究は大きく揺れている。
結びにかえて
管理会計は経営管理者への会計情報の提供であるという認識のもとで，企業価値を創造
するためにいろいろな展開を見せている。ここ 40年間を振り返ってみると，会計情報シ
ステムとして統合しようという ASOBATの提案に沿って，管理会計情報システムは大き
く変化を遂げた。これらは情報技術の進展とも相俟って，様々な様相を呈しながらも経営
管理への情報提供に向けて進展してきた。企業環境の変化に合わせて管理会計情報システ
ムもMIS，DSS，SIS，あるいは ERPへと変化を遂げてはいるが，管理会計の本質を変え
るものではなかった。
ところが，レレバンス・ロストで，ROIと事業部制組織を構築した 1925年以降，管理
会計研究は実務に有効ではなかったと批判された。経営管理に有用な管理会計情報システ
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ムを構築してきたにもかかわらず，実務に有効な研究ではなかったと批判されたのであ
る。管理会計の本質が変わったからではなく，研究者の努力にもかかわらず実務のニーズ
に応えていないというのである。
この批判に基づいて，キャプランたち研究者が猛烈に実務への接近を考えてアクショ
ン・リサーチを行ってきている。ABCや BSCはその代表的ツールである。他方では，企
業の管理会計実務家の成果も取り入れてきた。たとえば，原価企画，アメーバ経営，脱予
算管理，EVAなどがこれに相当する。これらによって実務と研究の乖離はかなり縮まっ
た感がある。管理会計の本質に適った両者の接近であったといえよう。
昨今，特にわが国では，M＆Aが増加し始めた 1999年以降，企業戦略が非常に重要視
されるようになってきた。ここに多角化企業を管理する企業戦略のマネジメント・システ
ムが求められている。さらに，CSRやコーポレート・レピュテーションを推進する研究
も行われている。
このような管理会計の内容の拡大に伴って，欧米では管理会計という用語よりも，マネ
ジメント・コントロールという用語の方が浸透してきている。要するにマネジメント・コ
ントロールとは戦略を実行するためのマネジメント・システムであり，管理会計のように
会計という縛りがない。そのため，管理会計情報とは何かという議論はそれほど重要では
なくなり，戦略の実行に有用かどうかが意味を持ってくる。またマネジメント・コント
ロールに変えると，フォーマルな情報だけでなく，インフォーマルな情報も重要になる。
たとえば，経営管理の背後にある心理的な問題まで深く入り込んでいくには，管理会計か
らマネジメント・コントロールへと視野を広げる必要があるのかもしれない。
管理会計研究を通じて一貫して問題視してきたのは，管理会計の本質についてである。
経営管理に有効であるためには，管理会計という情報の意味にこだわっていくべきか，そ
れともマネジメント・コントロールへと扱う範囲を拡大すべきかが問われている。管理会
計を離れてマネジメント・コントロールに研究範囲を拡大することもひとつの解決策であ
る。しかし管理会計研究者は，会計をベースに経営管理を検討するという強みを生かすと
いう点で，これからも管理会計に固執する必要があるのではないかと考える。
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